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都議会第2回臨時会における
入江のぶこの質疑と答弁の内容を抜粋してご報告いたします

「あの問題がどうなっているのか教えてほしい」
「都の子育て政策や働き方に関して意見したい」
「政治について議論がしたい」など、都政や暮ら
しについてのご意見・ご要望がありましたらお気
軽にご連絡ください。

安心して、働き、子育てできる東京を実現します！

入江のぶこ

ご意見・ご要望を
お聞かせください

東京都議会では議会の録画映像を公開しています。知事の所信表明や都議会での質疑の様子をぜひご覧ください。

都議会　ネット中継 検 索

入江のぶこの質疑と答弁のテーマ

入江のぶこ事務所 info@irienobuko.com都民ファーストの会
東京都議団

〒107‐6012 東京都港区赤坂1‐12‐32 12F
03-4360-9299 03-4360-8441 入江のぶこ 検索

初めに、令和2年7月豪雨による災害で亡くなられた方々に深く
哀悼の意を表するとともに、被災された皆様に心よりお見舞い
申し上げます。

今回の都の補正予算は、国の第二次補正予算への対応も含
め、これまでの対策を更に強化するもので、第二回定例会の代
表質問や、小池都知事に対する31回にわたる緊急要望で私た
ちが提案してきた施策が、数多く盛り込まれました。「感染拡大
の防止と医療体制の強化」について、病床の確保や宿泊療養ホ
テルの確保について先を見据えた迅速な対応を求めるととも
に、コロナ専用医療機関の設置について検討を加速することを
求めました。検査能力については、一日あたり1万件とする目標
を速やかに実現すると共に、唾液によるPCR検査や抗原検査
の導入を進め、検査時間の短縮や医療従事者のリスク軽減に
取り組むことを求めました。

「積極的な検査」により、陽性者や患者の早期発見を行うこと
は、感染拡大を抑止する基本となります。特に、感染の拡大が
見られるエリアや業種に対して集中的に検査を実施すること
や、先の定例会でも指摘した通り、重症化リスクが高い高齢者
施設等において、入所時検査や職員の検査などを実施するこ
と、また、医療機関、介護・障害・児童福祉施設等と、その従事者
に対して手厚い支援を行うことを、引き続き求めます。感染拡
大防止と経済活動の両立を図るためには、都内全域に対する
休業要請等ではなく、感染拡大がみられるエリアや業種につい
て集中的に対処することが必要です。都としては、ガイドライン
に従わない事業者に対する休業要請や支援策の停止など、現
行の法体系の中で最大限の対策を可能とする条例制定を早急
に行うなどの対策強化を強く求めるとともに、私たち都民
ファーストの会東京都議団は都民の命と健康と暮らしを守る
ため対策強化につながる議員提案条例に着手してまいります。

先の定例会で私たちが提案し、小池知事の選挙公約ともなっ
た「東京版CDC（疾病対策センター）」は、首都東京を感染症か

ら守る体制を抜本的に強化するものであり、設置・権限の根拠
となる条例の制定も含め、検討の加速を求めてまいります。ま
た、保健所に関しては、感染症時においては広域自治体である
都が権限をもって迅速に対処できるよう法的位置づけも含め
課題を整理し、さらに、国が導入を進めている情報管理システ
ム、いわゆる「ハーシス」については、200項目にも及ぶ入力項
目が利便性や迅速さを損ねているとの声もあり、国に対して責
任をもって、現場の実情に則したシステムにしていくことを要
望するよう求めました。

「経済対策」については、先の定例会で私たちが求めていた事
業者への家賃支援＊に関し、都内の実態も踏まえ、国の家賃補
助に上乗せをするとしたことを評価します。これまでの課題も
踏まえ、給付においては申請者目線での簡素化・早期化を求め
ました。また、私たちの緊急要望を受けて、飲食店等のテラス営
業に関する規制緩和・経費支援の強化や、都立公園における
キッチンカー等の臨時的な営業利用などが新たに認められる
こととなりました。引き続き、区市町村や事業者等に対してしっ
かりと周知し制度の利用を促すこと、また、私たちが強く求め実
現に至り、非常に大きな反響を得ている、飲食店の業態転換の
支援、アーティストなどの動画配信による文化芸術活動の推進
などの一層の拡充を求めます。

私たち都民ファーストの会東京都議団は、小池百合子東京都知
事とともに、「都民ファースト」の視点で新型コロナウイルス感
染症との戦いに打ち勝ち、ウィズ・コロナ、ポストコロナの時代
の新しい東京を創り、東京大改革2.0を成し遂げてまいります。

令和2年東京都議会第2回臨時会を終えて（談話より抜粋）

六本木交差点から東京タワーに向かう外苑東通りの電柱22本がようやく抜かれ、
無電柱化が進み、美しい街並みに近づきました。交通量が多い場所のため、工事
事業者が決定しないなど、地元の皆様もご心配されていましたが、東京都建設局
もがんばってくれました。今後は車道の遮熱舗装と歩道のインターロッキングブ
ロック舗装でさらに整備されます。そして、六本木商店街振興組合の皆様によっ
て、スマート街路灯が10本設置されました。さらにもう10本の設置も予定されて
います。カメラやサイネージ、スピーカーなどが納められ通行量や属性などのビッ
クデータの収集や情報発信ができる、スマートシティにふさわしい街路灯です。こ
ちらの設置を進めるにあたっては、建設局のみならず戦略政策情報推進本部にも
協力してもらいました。新しい施策を進めるには、縦割りになってしまう東京都の
各局に横串を刺すことが重要であると、つくづく感じた案件でした。

都民ファーストの会 東京都議団　幹事長 増子博樹
●臨時会開会で所信表明に立つ

小池百合子知事

＊国の家賃支援に都独自の上乗せ給付を実現
　事業者における家賃等の負担を軽減し、事業の継続を
　下支えするため、国の家賃支援給付金に都独自の上乗せ
　給付（3か月分）を実施。8月中旬から申請受付予定。

参照サイト：東京都家賃等支援給付金について

●設置された六本木商店街
　のスマート街路灯

●無電柱化した
　外苑東通り

外苑東通りの無電柱化と六本木商店街スマート街路灯設置 活動報告入江のぶこ

1 新型コロナウイルス感染拡大防止の
 ガイドライン

2 休業要請の対象事業者

3 増大する検査人数と陽性者数の伝え方

4 感染拡大防止対策の広報

5 都と区市町村との連携について
 （要望のみ）



入江の要望
＊参照サイト：事業者向け感染拡大防止

　ガイドラインの徹底に向けた取組

＊参照サイト：東京都
　新型コロナウイルス
　感染症対策サイト

事業者向け東京都感染拡大防止ガ
イドラインは、新型コロナウイルス感

染予防対策を行う際の基本的な取り組みについて
整理したものであり、これを元に「感染拡大防止
チェックシート」を作成。今後、ご指摘のあったソー
シャルディスタンスの考え方も含め、ガイドライン
やチェックシートで問い合わせの多い項目につい
ては、よくある質問のページを作成し、考え方や取
り組みの目安などをわかりやすく提示します。

総務委員会での質疑・答弁

1

都議会第2回臨時会

事業者が営業を継続するにあたり、都が感染拡大防止
のガイドライン＊やチェックシート＊等をいち早く作成し

たことは評価します。一方で、実際にチェックシートによる感染防止徹
底宣言ステッカー＊の作成を試みた店舗からは、例えば、ソーシャル
ディスタンスについて、「業界ガイドラインでは『できるだけ2m（最低
1m）』と書いてあるのに、都のチェックシートでは『できるだけ2m』と
しか書いておらず、どこまで取り組めばチェックして良いのか判断に
迷った」という声を聞きます。感染拡大防止策の基準をさらに分かり
やすく示すべきと考えますが、見解を伺います。

質 疑 回 答

質疑者 回答者

最近の感染状況として、新規陽性者に接待を伴う
飲食店の関係者が多く、会食における感染のケー

スも目立っています。こうしたなか7月15日には、感染拡大防止
ガイドラインに示された十分な感染防止対策が取られていな
い接待を伴う飲食店等の利用を避けるよう都民に呼びかけを
実施。また事業者に対しては、ガイドラインに基づく感染防止
対策を徹底し、「感染防止徹底宣言ステッカー」の店頭への表
示を要請。今後は、こうした対策の効果を見極めつつ、高齢者
の感染状況や重症者の状況等も勘案し、ガイドラインを遵守し
ない店舗に対する休業要請等を講じることも検討します。

7月に入ってから新規感染者数が300人、
時には400人を超える日もあり、「再び緊

急事態宣言を行い、休業要請をかけるべきではないか」
といった意見もあります。しかし、いずれの業種におい
ても感染拡大防止策に真摯に取り組んでいる店舗も多
くあります。今後、新型インフルエンザ等対策特別措置
法に基づく休業要請等を行う場合には、業種ごとに一
律の要請ではなく、クラスターが発生した店舗や適切な
感染防止対策を講じていない店舗など、ピンポイントで
の休業要請を行うべきと考えますが、見解を伺います。

感染防止徹底宣言ステッカーの発行店舗数は、7月15日の小池知事の記者会見後に急

増しています。ステッカーを掲示すれば良しという訳ではなく、その後の毎日の店舗営業

や運用において、感染拡大防止策がきっちりと守られることが大切です。是非、ステッカー

掲示後のフォローアップやチェックの仕組みを考えていただきたいです。

質 疑 回 答

新規感染者数の推移のグラフはマスコミでも毎日取り

上げられていますが、右肩上がりになる検査人数の

グラフも都民の目に届くように工夫をお願いします。

都は「新しい日常」において実践すべき取り
組みの一つとして、「手洗いの徹底・マスクの

着用」を掲げています。マスクの効果については様々な意
見がありますが、飛沫の拡散を物理的に抑止する効果が
あることは実証されています。小池知事も会見等を通じ
て、手洗いの徹底、「3つの密」を避ける行動などとともに、
マスクの着用などを都民に繰り返し呼びかけているところ
です。今後も一人ひとりがすぐにできる感染拡大防止対策
の実践を、都民に効果的に働きかけていくべきと考えます
が、見解を伺います。

質 疑

入江の要望

●感染防止徹底宣言
　ステッカーのサンプル

酒類提供の飲食店などに営業時間短縮を要請
東京都は7月30日、新型コロナウイルスの感染防止策として、都内全域の酒類を提供する飲食店とカラオケ店
に再び営業時間の短縮を要請すると発表しました。期間は8月3～31日とし、営業時間は午後5時～午後10時

です。新型インフルエンザ対策特別措置法に基づく要請で、応じた中小事業者に20万円の協力金を支給します。業界ご
とのガイドラインに従った感染防止策への取り組みを示すステッカーを掲示する店舗が支給対象となります。

参照サイト：「営業時間短縮に係る感染拡大防止協力金」について2020

入江の要望

新型コロナウイルス感染拡大防止のガイドライン

感染拡大防止対策の広報
知事の記者会見、ホームページやSNSによる
情報発信、広報東京都や新聞広告など様々な

方法を用いて、「手洗いの徹底・マスクの着用」等の「新しい日
常」の定着に向けた取り組みの実践を依頼してきました。知
事自らが出演して感染拡大防止ガイドブックの内容を解説
したデイリーアドバイスの動画＊配信も開始。さらに、若者や
高齢者に向けて、会食など感染リスクの高い日常のシチュ
エーションを例示し、一人ひとりが感染しない、感染させない
行動をとっていただく動画を現在作成中です。今後とも、様々
な工夫を凝らした取り組みを重層的に展開していくことで、
効果的な広報を展開していきます。

都と区市町村との連携について

休業要請の対象事業者2
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経済社会活動や都民生活を営みながら、感染拡
大防止を図るためには、都民に対して正確な情

報を分かりやすく発信することが重要です。このため、検査人
数の増大を背景に新規陽性者数が増加している状況など、モ
ニタリングの状況及びこれを踏まえた都民への呼びかけ等に
ついて、「新型コロナウイルス感染症対策サイト」をはじめとし
たホームページ、ツイッターのほか、知事による記者会見や動
画配信等を通じて発信し、モニタリングの状況等の正確かつ
分かりやすい広報を展開します。

最近の感染者数の増加は、小池知事も発言
している通り、検査人数の拡大によるところ

も大きいです。都では現在、日々の検査人数や、重症患者
数などを新型コロナウイルス感染症対策サイト＊に載せる
ようにするなどの情報発信に取り組んでいますが、マスコ
ミによる報道の中には、こうした検査状況などの変化を十
分伝えず、新規感染者数の増加のみを報じて、都民の不安
を煽る場合もあります。都として指標に基づくモニタリン
グの状況や呼びかけの内容等をより分かりやすく、都民に
発信すべきではないかと考え
ますが、見解を伺います。

増大する検査人数と陽性者数の伝え方

回 答

質 疑 回 答

＊参照サイト：東京動画
　（東京都公式動画チャンネル）の

　スペシャル番組ページ

入江のぶこ 危機管理調整担当部長

飲食店、小売業者など、あらゆる事業者が感染拡大防止策を徹底して行いながら営業を継続し、経済の立て直しを行

うことが急務です。感染死を防ぐと同時に、経済死、つまり自殺を防がなくてはなりません。都民が、安全・安心を担保で

きるように、迅速で確実な感染拡大防止策が浸透する取り組みの強化を要望します。

また、先般の知事と豊島区長との面会において、区は池袋地区における感染拡大を速やかに封じ込めるため、ホスト

クラブに対し全従業員のPCR検査の受診の協力を強く要請しました。その結果、クラスターが発生したと判断される個

別店舗に対して休業協力要請を行い、要請に応じた店舗には区から休業協力金を支給するという考えが示され、知事

も技術面、財政面ともに、全面的に支援していく考えを表明しました。今後の感染拡大防止のために区市町村との連

携を一層深めるとともに、状況に応じて必要な人的又は財政的な支援をさらに行うべきと考えます。
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